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市町村行動計画の内容に関する事項（行動計画策定指針抜粋） 

１ 市町村行動計画 

 市町村は、住民に最も身近な自治体としての役割を踏まえ、次世代育成支援対策を総合的に、

かつ、きめ細かく行えるよう、子どもと子育て家庭への支援に関連する施策及び事業を市町村行

動計画に体系的に盛り込むことが必要である。 

 市町村行動計画に盛り込むべき事項としては、法第８条第１項において、(1)地域における子

育ての支援、(2)母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、(3)子どもの心身の健やかな成

長に資する教育環境の整備、(4)子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境

の確保、(5)職業生活と家庭生活との両立の推進、(6)その他の次世代育成支援対策の実施が掲げ

られており、こうした施策の領域を踏まえ、計画策定に当たるものとする。 

 計画の策定に当たっては、次に掲げる次世代育成支援対策として重要な施策を踏まえつつ、各

市町村の実情に応じた施策をその内容に盛り込むことが必要である。 

 また、各施策の目標設定に当たっては、利用者等のニーズを踏まえて、可能な限り定量的に示

す等具体的な目標を設定することが必要である。 

 なお、指定都市及び中核市にあっては、行動計画策定指針において都道府県行動計画に盛り込

まれている内容のうち、指定都市及び中核市が処理することとされているものについては、適切

に市町村行動計画に盛り込むことが必要である。 

（１）地域における子育ての支援（１）地域における子育ての支援（１）地域における子育ての支援（１）地域における子育ての支援        

ア 地域における子育て支援サービスの充実 

専業主婦家庭や母子家庭等を含めたすべての子育て家庭への支援を行う観点から、地域にお

ける様々な子育て支援サービスの充実が図られることが必要である。 

 このため、市町村は、次の（ア）から（ウ）までに掲げる児童福祉法第２１条の２７に規定

する子育て支援事業（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措

置の実施に努めるとともに、次の（エ）に掲げる同法第２１条の２９の規定による子育て支援

事業に関する情報の提供、相談及び助言並びにあっせん、調整及び要請等を行うことが必要で

ある。 

 また、これらの取組に際しては、親が障害を持つ家庭などについても適切に子育て支援サー

ビスが提供されるよう、きめ細かな配慮が求められる。 

（ア）児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保護者の児童の養育を支援する事業 

(1) 保護者（出産後おおむね１年以内の女子に限る。）の疾病その他の理由により昼間家庭に

おいて養育を受けることに支障を生じた乳児につき、その家庭において保育、家事並び

に養育等に関する相談及び助言を行う事業 

(2) 保護者の疾病その他の理由により家庭において保育されることが一時的に困難となった

児童につき、その家庭において保育を行う事業 

(3) 児童であって、その保護者がその養育上の不安等に関する援助を受ける必要があるものに

つき、その家庭その他の場所において保育、養育等に関する相談及び助言その他必要な援

助を行う事業 

(4) 疾病にかかっているおおむね１０歳未満の児童（回復の過程にあるものに限る。）であっ

て、その保護者の労働その他の理由により家庭において保育されることに支障があるもの

につき、その家庭又は保育士、看護師その他の者の居宅において、適当な設備を備える等
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により、保育を行う事業 

(5) おおむね３歳未満の児童であって、その保護者の労働その他の理由により家庭において保

育されることに支障があるものにつき、保育士、看護師その他の者（当該児童の３親等内

の親族であるものを除く。）の居宅において、適当な設備を備える等により、保育を行う

事業（少数の児童を対象とし、かつ、市町村が行うものに限る。） 

(6) 保護者であってその乳児又は幼児の保育に関する援助を受けることを希望するものと当

該援助を行うことを希望する者（個人に限る。）との連絡及び調整その他必要な援助を行

う事業 

（イ）保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支援する事業 

(1) 小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童であって、その保護者が労働等により

昼間家庭にいないものに、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第１条で定める

基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を

与えて、その健全な育成を図る事業（放課後児童健全育成事業） 

なお、放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、教育委員会等と連携し、小学校や幼

稚園を始めとする地域の社会資源の積極的な活用を検討しつつ、対策が必要な児童のすべ

てを受け入れる体制の整備を目標とした計画的な整備が必要である。また、その運営に当

たっては、民間施設等の活用、高齢者を始めとする地域の人材の活用等、地域の実情に応

じた効果的・効率的な取組を推進することが必要である。 

(2) 保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由により家庭において

児童を養育することが一時的に困難となった場合において、市町村長が適当と認めたとき

に、当該児童につき、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１条の５の

５に定める施設において必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業） 

(3) 護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となり家庭において児童を養

育することが困難となった場合その他緊急の必要がある場合において、市町村長が適当と

認めたときに、当該児童につき、児童福祉法施行規則第１条の５の５に定める施設におい

て必要な保護を行う事業（夜間養護等事業） 

(4) 次に掲げる児童であって、その保護者の労働その他の理由により家庭において保育される

ことに支障があるものにつき、保育所その他の施設、病院又は診療所（(ィ)に掲げる児童

にあっては、病院又は診療所）において、適当な設備を備える等により、保育を行う事業 

（ア） 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回復の過程にあるものに限る。） 

（イ） 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回復の過程にあるものを除く。） 

(5) 保護者の疾病その他の理由により家庭において保育されることが一時的に困難となった

乳児又は幼児につき、保育所等において、適当な設備を備える等により、保育を行う事業

（市町村が行うものに限る。(6)において同じ。） 

(6) おおむね３歳未満の児童であって、その保護者の労働その他の理由により、１月間に相当

程度、家庭において保育されることに支障が生ずるものにつき、保育所等において、適当

な設備を備える等により、保育を行う事業 

(7) 幼稚園に就園している幼児につき、当該幼稚園において、教育課程に係る教育時間の終了

後に教育活動を行う事業 

（ウ） 地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の
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提供及び助言を行う事業 

(1) （ア）(6)に掲げる事業 

(2)  おおむね３歳未満の児童及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、当該場所に

おいて、適当な設備を備える等により、当該児童の養育に関する各般の問題につき、保護

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、その他必要な援助を行う事業 

(3)  保育所その他の施設等において、乳児、幼児等の保育に関する各般の問題につき、保護

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、保護者の児童の養育の

支援に係る活動を行う民間団体（子育てサークル）の支援その他の必要な援助を行う事業 

(4)  幼稚園において、幼児教育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要

な情報の提供及び助言を行い、その他必要な援助を行う事業 

（エ）  市町村における子育て支援事業に関する情報の提供、相談及び助言並びにあっせん、調

整及び要請等の実施 

 （ア）から（ウ）までに掲げる子育て支援事業を始めとする地域における多様な子育て

支援サービスに関する情報を一元的に把握し、保護者への情報の提供、ケースマネジメン

ト、利用援助等を行う事業 

イ 保育サービスの充実 

保育サービスについては、子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び

意向を十分に踏まえてサービスの提供体制を整備することが必要であり、特に、待機児童が

多い市町村においては、市町村保育計画等に基づき保育所受入児童数の計画的な拡充を図り、

待機児童の解消に努めることが必要である。 

 こうした保育サービスの充実に当たっては、様々な規制緩和措置や民間活力を活用して量

的な充足を図るとともに、延長保育、休日保育、夜間保育等の多様な保育需要に応じて、広

く住民が利用しやすい保育サービスの提供が行われることが必要である。 

 また、保育サービスの利用者による選択や質の向上に資する観点から、保育サービスに関

する積極的な情報提供を行うことが必要である。 

 さらに、保育サービスの質を担保する観点から、サービス評価等の仕組みの導入、実施等

についても取組を進めることが望ましい。 

ウ 子育て支援のネットワークづくり 

子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを効果的・効率的に提

供するとともに、サービスの質の向上を図る観点から、地域における子育て支援サービス等の

ネットワークの形成を促進し、また、各種の子育て支援サービス等が、利用者に十分周知され

るよう、子育てマップや子育てガイドブックの作成・配布等による情報提供を行うことが必要

である。 

 また、地域住民の多くが子育てへの関心・理解を高め、地域全体で子育て家庭を支えること

ができるよう、子育てに関する意識啓発等を進めることが望ましい。 

エ 児童の健全育成 

  地域社会における児童数の減少は、遊びを通じての仲間関係の形成や児童の社会性の発達と

規範意識の形成に大きな影響があると考えられるため、地域において児童が自主的に参加し、

自由に遊べ、安全に過ごすことのできる放課後や週末等の居場所づくりの推進が必要である。 

 また、児童の健全育成を図る上で、児童館、公民館、青少年教育施設、学校等の社会資源及
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び主任児童委員、児童委員、子育てに関する活動を行うＮＰＯ、地域ボランティア等を活用し

た取組を進めることが効果的である。とりわけ、児童の健全育成の拠点施設の一つである児童

館が、子育て家庭が気軽に利用できる自由な交流の場として、絵本の読み聞かせや食事セミナ

ーの開催など、親子のふれあいの機会を計画的に提供するとともに、地域における中・高校生

の活動拠点として、その積極的な受入れと活動の展開を図ることが必要である。青少年教育施

設は、青少年の健全育成に資する場として、自然体験活動を始めとする様々な体験活動の機会

の提供等を行うとともに、地域における青少年の活動拠点として、その積極的な受入れと活動

の展開を図ることが必要である。学校においては、教職員の自主的な参加・協力を得つつ、学

校施設の開放等を推進することが望ましい。 

 さらに、このような社会資源を活用して、福祉部局と教育委員会が連携し、夏季及び冬季の

休業日等における児童の居場所づくりにも配慮することが望ましい。 

 また、主任児童委員又は児童委員が、地域において、児童の健全育成や虐待の防止の取組等

子どもと子育て家庭への支援を住民と一体となって進めることが必要である。 

 あわせて、性の逸脱行動の問題点等について、教育・啓発を推進することが必要である。ま

た、少年非行等の問題を抱える児童の立ち直り支援、保護者の子育て支援並びに引きこもり及

び不登校への対応においては、児童相談所、学校、保護司、警察、地域ボランティア等が連携

して地域社会全体で対処することが必要であり、地域ぐるみの支援ネットワークの整備や個別

的・具体的な問題に対して関係機関による専門チームを編成し、対応するための参加・協力体

制を整備することが望ましい。 

オ その他 

  アからエまでに掲げる施策を実施するに当たっては、地域の高齢者の参画を得るなど、世代

間交流の推進を図ることが必要である。 

 また、幼稚園の園庭・園舎を開放し、子育て相談や未就園児の親子登園等を推進することや

各種の子育て支援サービスの場として余裕教室等の公共施設の余裕空間や商店街の空き店舗

を活用することが望ましい。 

 

（２）（２）（２）（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進    

母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進を図る観点から、保健、医療、福祉及び

教育の分野間の連携を図りつつ、地域における母子保健施策等の充実が図られる必要がある。 

 また、計画の策定に当たっては、２１世紀における母子保健の国民運動計画である「健や

か親子２１」の趣旨を十分踏まえたものとするとともに、母子保健推進員、愛育班等の地域

に根ざした住民活動との連携等についても留意することが望ましい。 

 さらに、市町村保健センター等市町村において子育て支援の拠点となるべき基盤が適切に

整備され、母子保健事業の推進に必要な保健師、管理栄養士等の人材が確保されることが必

要である。  

ア 子どもや母親の健康の確保 

妊娠期、出産期、新生児期及び乳幼児期を通じて母子の健康が確保されるよう、乳幼児健

診、新生児訪問、両親学級等の母子保健における健康診査、訪問指導、保健指導等の充実が

必要である。 

 特に、親の育児不安の解消等を図るため、乳幼児健診の場を活用し、親への相談指導等を
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実施するとともに、児童虐待の発生予防の観点を含め、妊娠期からの継続した支援体制の整

備を図ることが必要である。 

 また、こうした乳幼児健診等の場を通じて、誤飲、転落・転倒、やけど等の子どもの事故

の予防のための啓発等の取組を進めることが望ましい。 

 さらに、妊娠及び出産の経過に満足することが良い子育てにつながることから、安全かつ

快適であるとともに主体的な選択が可能であるなど、母親の視点からみて満足できる「いい

お産」の適切な普及を図ることが重要であり、妊婦に対する出産準備教育や相談の場の提供

等を行うことが望ましい。 

イ 食育の推進 

朝食欠食等の食習慣の乱れや思春期やせに見られるような心と身体の健康問題が子どもた

ちに生じている現状にかんがみ、乳幼児期からの正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の定

着及び食を通じた豊かな人間性の形成・家族関係づくりによる心身の健全育成を図るため、

保健分野や教育分野を始めとする様々な分野が連携しつつ、乳幼児期から思春期まで発達段

階に応じた食に関する学習の機会や情報提供を進めるとともに、保育所の調理室等を活用し

た食事づくり等の体験活動や子ども参加型の取組を進めることが必要である。 

 また、低出生体重児の増加等を踏まえ、母性の健康の確保を図る必要があることから、妊

娠前からの適切な食生活の重要性を含め、妊産婦等を対象とした食に関する学習の機会や情

報提供を進めることが必要である。 

ウ 思春期保健対策の充実 

１０歳代の人工妊娠中絶、性感染症罹患率の増大等の問題に対応するため、性に関する健全

な意識のかん養と併せて、性や性感染症予防に関する正しい知識の普及を図ることが必要であ

る。 

 また、喫煙や薬物等に関する教育、学童期・思春期における心の問題に係る専門家の確保及

び地域における相談体制の充実等を進めることが必要である。 

エ 小児医療の充実 

小児医療体制は、安心して子どもを生み、健やかに育てることができる環境の基盤となるも

のであることから、小児医療の充実・確保に取り組むこと、特に小児救急医療について、都道

府県、近隣の市町村及び関係機関との連携の下、積極的に取り組むことが必要である。 

 

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備    

ア 次代の親の育成 

男女が協力して家庭を築くこと及び子どもを生み育てることの意義に関する教育・広報・啓

発について、各分野が連携しつつ効果的な取組を推進することが必要である。 

 また、家庭を築き、子どもを生み育てたいと思う男女が、その希望を実現することができる

ようにするため、地域社会の環境整備を進めることが必要である。 

 特に、中・高校生等が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子どもや家庭の大切さを

理解できるようにするため、保育所、幼稚園、児童館及び乳幼児健診の場等を活用し、乳幼児

とふれあう機会を広げるための取組を推進することが必要である。 

イ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

次代の担い手である子どもが個性豊かに生きる力を伸長することができるよう、次のような
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取組により、学校の教育環境等の整備に努めることが必要である。 

（ア）確かな学力の向上 

子どもが社会の変化の中で主体的に生きていくことができるよう、知識・技能はもとよ

り、学ぶ意欲、思考力、表現力、問題解決能力等まで含めた確かな学力を身に付けさせ

ることが重要であることから、子ども、学校及び地域の実態を踏まえて創意工夫し、子

ども一人一人に応じたきめ細かな指導の充実や外部人材の協力による学校の活性化など

の取組を推進することが望ましい。 

（イ）豊かな心の育成 

豊かな心をはぐくむため、指導方法や指導体制の工夫改善等を進め、子どもの心に響く

道徳教育の充実を図るとともに、地域と学校との連携・協力による多様な体験活動を推

進する等の取組の充実が必要である。また、いじめ、少年非行等の問題行動や不登校に

対応するために、専門的な相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係機関との間のネ

ットワークづくり等も必要である。 

（ウ）健やかな体の育成 

子どもの体力が低下傾向にあり、生活習慣の乱れや肥満の増加などの現代的課題が指摘

されている現状を踏まえ、子どもが生涯にわたって積極的にスポーツに親しむ習慣、意

欲及び能力を育成するため、優れた指導者の育成及び確保、指導方法の工夫及び改善等

を進め、体育の授業を充実させるとともに、子どもが自主的に様々なスポーツに親しむ

ことができる運動部活動についても、外部指導者の活用や地域との連携の推進等により

改善し、また充実させるなど、学校におけるスポーツ環境の充実を図ることが必要であ

る。また、子どもに生涯にわたる心身の健康の保持増進に必要な知識や適切な生活習慣

等を身に付けさせるための健康教育を推進することが必要である。 

（エ）信頼される学校づくり 

学校評議員制度の活用等により、地域及び家庭と学校との連携・協力を図ることや、地

域の実情に応じた通学区域の弾力的運用など、地域に根ざした特色ある学校づくりを進

めることが望ましい。 

 また、指導力不足教員に対して厳格に対応するとともに、教員一人一人の能力や実績

等を適正に評価し、それを配置、処遇、研修等に適切に結び付けることも重要である。 

 さらに、子どもに安全で豊かな学校環境を提供するために、学校施設の整備を適切に

行っていくことも必要である。 

 あわせて、学校においては、児童生徒が安心して教育を受けることができるよう、各

学校が、家庭や地域の関係機関・団体とも連携しながら、安全管理に関する取組を継続

的に行う必要がある。 

（オ）幼児教育の充実 

幼児教育の充実のため、幼児教育についての情報提供を進め、幼児期の成長の様子や大

人の関わり方について保護者や地域住民等の理解を深めることが必要である。 

 また、幼稚園における教育から小学校における教育へ円滑に移行できるよう、幼稚園

と小学校との連携を図る体制を構築することが必要である。 

 さらに、これらを含め、各地域の実情を考慮した、幼稚園の教育活動及び教育環境の

充実、幼稚園における子育て支援の充実、幼稚園や保育所と小学校との連携の推進など
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幼児教育の振興に関する政策プログラムを策定することも必要である。 

ウ 家庭や地域の教育力の向上 

子どもを地域社会全体で育てる観点から、学校、家庭及び地域社会との連携の下に家庭や

地域における教育力を総合的に高めることが必要である。 

（ア）家庭教育への支援の充実 

家庭教育は、すべての教育の出発点であり、基本的倫理観や社会的なマナー、自制心、自

立心等を育成する上で重要な役割を果たすものである。 

 育児不安や児童虐待の背景として、近年の都市化、核家族化、少子化、地域における地縁

的なつながりの希薄化等に伴う家庭の教育力の低下が指摘されていることを踏まえ、公民館

等の社会教育施設を始め、乳幼児健診や就学時健診等の多くの親が集まるあらゆる機会を活

用し、子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報の提供を行うことが必要

である。 

 また、子育て経験者等の「子育てサポーター」としての養成・配置等による、子育て中の

親が家庭教育に関して気軽に相談できる体制の整備や子育てサークル活動への支援など、地

域において子育てを支援するネットワークの形成を図ることが必要である。 

（イ）地域の教育力の向上 

子どもが、自分で課題を見つけ、自ら学び主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決

する力や、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性、たくましく生きるための健

康や体力を備えた「生きる力」を、学校、家庭及び地域社会が相互に連携しつつ社会全体で

はぐくんでいくことが必要である。 

 このため、地域住民や関係機関等の協力によって森林などの豊かな自然環境等の地  域

の教育資源を活用した子どもの多様な体験活動の機会の充実、世代間交流の推進及び学校施

設の地域開放、総合型地域スポーツクラブの整備、スポーツ指導者の育成など子どもたちの

多様なスポーツニーズに応える地域のスポーツ環境の整備を図ること等により、地域の教育

力を向上させることが必要である。 

 また、地域における子育てに関連した様々な活動に学校の教職員が自主的に参加するよう

働きかけることも望ましい。 

エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

街中の一般書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関する過激な情報を内容とする

雑誌、ビデオ、コンピュータ・ソフト等が販売されていることに加え、テレビ、インターネッ

ト等のメディア上の性、暴力等の有害情報については、子どもに対する悪影響が懸念される状

況であることから、関係機関・団体やＰＴＡ、ボランティア等の地域住民と連携・協力をして、

関係業界に対する自主的措置を働きかけることが必要である。 

（４）（４）（４）（４）    子育てを支援する生活環境の整備子育てを支援する生活環境の整備子育てを支援する生活環境の整備子育てを支援する生活環境の整備    

ア 良質な住宅の確保 

子育てを担う若い世代を中心に、広くゆとりある住宅を確保することができるよう、良質なフ

ァミリー向け賃貸住宅の供給を支援するなどの取組を推進することが必要である。 

 また、公共賃貸住宅においては、子育て期にある多子世帯等がゆとりある住宅に入居できるよ

う、優先入居の制度の活用を図ることが望ましい。 

 さらに、住民に身近な地方公共団体として、持家又は借家を含め、広くゆとりある住宅の確保
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に資する情報提供等を進めることが望ましい。 

イ 良好な居住環境の確保 

公共賃貸住宅の整備や市街地再開発事業において、地域の実情等を踏まえつつ、保育所等

の子育て支援施設を一体的に整備することが必要である。 

 また、特に大都市地域において、職住近接型の市街地住宅の供給と良好な住宅市街地の総

合的な整備などにより、利便性の高い都心等での居住を希望する子育て世帯のニーズへの対

応を図ることが望ましい。 

 さらに、室内空気環境の安全性を確保する観点から、シックハウス対策を推進することが

必要である。 

ウ 安全な道路交通環境の整備 

子ども、子ども連れの親等が安全・安心に通行することができる道路交通環境を整備する

ため、次の取組を行うことが必要である。 

（ア） 高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律

（平成１２年法律第６８号）に基づき、幅の広い歩道の整備を推進 

（イ） 死傷事故発生割合が高い「あんしん歩行エリア」において、歩道、ハンプ、クラン

ク等の整備を重点的に実施し、生活道路における通過車両の進入や速度の抑制、幹

線道路における交通の流れの円滑化等を推進 

エ 安心して外出できる環境の整備 

（ア） 公共施設、公共交通機関、建築物等のバリアフリー化 

妊産婦、乳幼児連れの者等すべての人が安心して外出できるよう、道路、公園、公共

交通機関、公的建築物等において、段差の解消等のバリアフリー化を推進することが

必要である。 

（イ） 子育て世帯にやさしいトイレ等の整備 

     公共施設等において、子どもサイズの便器・手洗い器、ベビーベッド、ベビーチェア、

ゆったりした化粧室、授乳室の設置などの子育て世帯が安心して利用できるトイレの整

備や商店街の空き店舗等を活用した託児施設等の場の整備を推進することが必要であ

る。 

  （ウ）子育て世帯への情報提供 

 「子育てバリアフリー」マップの作成・配布や、各種のバリアフリー施設の整備状況

等、子育て世帯へのバリアフリー情報の提供を推進することが望ましい。 

オ 安全・安心まちづくりの推進等 

子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、道路、公園等の公共施設

や住居の構造、設備、配置等について、次の犯罪等の防止に配慮した環境設計を行うことが必

要である。 

（ア）通学路や公園等における防犯灯、緊急通報装置等の防犯設備の整備の推進 

（イ）道路、公園、駐車・駐輪場及び公衆便所並びに共同住宅の構造・設備の改善、防犯設

備の整備の推進及びこれらの必要性に関する広報啓発活動の実施 

また、侵入による犯罪の防止を図るため、関係機関・団体と連携して、防犯性能の高いドア、

窓、シャッターなどの建物部品や優良防犯機器の普及促進を図ることが必要である。 
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（５）職業生活と家庭生活との両立の推進（５）職業生活と家庭生活との両立の推進（５）職業生活と家庭生活との両立の推進（５）職業生活と家庭生活との両立の推進    

ア 多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し等 

 男性を含めたすべての人が、仕事時間と生活時間のバランスがとれる多様な働き方 を選   

択できるようにするとともに、「働き方の見直し」を進めることが必要である。また、職場

優先の意識や固定的な性別役割分担意識等の働きやすい環境を阻害する職場における慣行

その他の諸要因を解消することが必要である。このため、労働者、事業主、地域住民等の意

識改革を推進するための広報・啓発、研修、情報提供等について、国、都道府県、関係団体

等と連携を図りながら、地域住民に身近な市町村においても積極的に推進することが必要で

ある。 

イ 仕事と子育ての両立の推進 

 保育サービス及び放課後児童健全育成事業の充実、ファミリー・サポート・センターの設

置促進等を図るとともに、仕事と子育ての両立支援のための体制の整備、関係法制度等の広

報・啓発、情報提供等について、国、都道府県、関係団体等と連携を図りながら、地域住民

に身近な市町村においても積極的に推進することが必要である。 

 

（６）子ども等の安全の確保（６）子ども等の安全の確保（６）子ども等の安全の確保（６）子ども等の安全の確保    

ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

 子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、学校、児童館、関係民間団体等との連携・

協力体制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を推進することが必要である。 

（ア）交通安全教育の推進 

子ども及び子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型の交通安全教育を交通安

全教育指針（平成１０年国家公安委員会告示第１５号）に基づき段階的かつ体系的に行う

とともに、地域の実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安全教育に当たる職員

の指導力の向上及び地域における民間の指導者を育成することが必要である。 

  （イ）チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るため、チャイルドシートの使用効果及び正

しい使用方法について普及啓発活動を積極的に展開するとともに、正しい使用を指導する

指導員を養成することにより、幼児の保護者等に対する指導・助言、情報提供等の充実を

図るほか、チャイルドシートの再利用活動を積極的に実施・拡充することにより、チャイ

ルドシートを利用しやすい環境づくりを進めることが必要である。 

  イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

子どもを犯罪等の被害から守るため、次の施策を講ずることが必要である 

（ア）住民の自主防犯行動を促進するため、犯罪等に関する情報の提供を推進 

（イ）子どもを犯罪等の被害から守るため、関係機関・団体との情報交換を実施 

（ウ）学校付近や通学路等においてＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボランティア、少年警察ボ

ランティア等の関係機関・団体と連携したパトロール活動を推進 

（エ）子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための防犯講習の実施 

（オ）子どもが犯罪等に遭ったときの緊急避難場所である「子ども１１０番の家」等の防犯

ボランティア活動の支援 
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ウ 被害に遭った子どもの保護の推進  

 犯罪、いじめ、児童虐待等により被害を受けた少年の精神的ダメージを軽減し、立ち直り

を支援するため、子どもに対するカウンセリング、保護者に対する助言等学校等の関係機関

と連携したきめ細かな支援を実施することが必要である。 

 

（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進    

ア 児童虐待防止対策の充実 

 虐待の背景は多岐にわたることから、児童虐待を防止し、すべての児童の健全な心身の成

長、ひいては社会的自立を促していくためには、発生予防から早期発見・早期対応、保護・

支援・アフターケアに至るまでの切れ目のない総合的な支援を講ずるとともに、福祉関係者

のみならず、医療、保健、教育、警察等の地域における関係機関の協力体制の構築が不可欠

である。 

 特に住民に最も身近な市町村における虐待防止ネットワークは、予防から自立支援に至る

まですべての段階で有効であり、関係行政機関のみならず、ＮＰＯやボランティア団体など

も含めた幅広い参加と、単なる情報連絡の場にとどまらず、個々のケースの解決につながる

ような取組が期待されていることから、積極的な設置を働きかけることが必要である。 

 具体的には、(1)発生予防として、日常的な育児相談機能の強化や、養育者が精神的にも

肉体的にも最も支援を必要とする出産後間もない時期を中心とした母子保健事業や日常診

療等の強化、グループワーク等による養育者の孤立を防ぐための専門的な支援サービスメニ

ューの充実、(2)虐待の早期発見・早期対応として、児童虐待に着目した福祉事務所（家庭

児童相談室）及び市町村保健センターにおける取組の充実や主任児童委員、児童委員等の積

極的な活用、(3)保護、支援等として、虐待の進行防止、家族再統合や家族の養育機能の再

生・強化を目指した在宅支援の充実などを図ることが必要である。 

 また、母親の育児不安や虐待・いじめ等の問題に早期に対応するための相談体制の整備な

ど、総合的な親と子の心の健康づくり対策を推進することが必要である。 

イ 母子家庭等の自立支援の推進 

 離婚の増加等により母子家庭等が急増している中で、母子家庭等の児童の健全な育成を図

るためには、母子及び寡婦福祉法や母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法（平成１

５年法律第１２６号）の規定を踏まえて、きめ細かな福祉サービスの展開と自立・就業の支

援に主眼を置き、子育てや生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的支援策につ

いて、地域の母子家庭等の現状を把握しつつ、総合的な対策を適切に実施していくことが必

要である。 

 具体的には、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業及び保育所の入所に際し

ての配慮等の各種支援策を推進するとともに、市及び福祉事務所を設置する町村においては、

国の基本方針に則して、母子家庭及び寡婦自立促進計画を策定する等により、母子家庭等に

対する支援を充実させることが必要である。 

 また、母子家庭の母の就業を促進するため、民間事業者に対する協力の要請や母子福祉団

体等の受注機会の増大への配慮等、必要な施策を講ずるように努めることも重要である。 

 さらに、住民に身近な地方公共団体として、母子家庭等に対する相談体制の充実や施策・

取組についての情報提供を行うことが必要である。 
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ウ 障害児施策の充実 

障害の原因となる疾病や事故の予防及び早期発見・治療の推進を図るため、妊婦及び乳

幼児に対する健康診査や学校における健康診断等を推進することが必要である。 

 また、障害児の健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活できるようにする観点

から、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、適切な医療及び医学的

リハビリテーションの提供、在宅サービスの充実、就学支援を含めた教育支援体制の整備

等の一貫した総合的な取組を推進するとともに、障害児通園（デイサービス）事業を通じ

て保護者に対する育児相談を推進すること等家族への支援も併せて行うことが必要である。 

 さらに、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥／多動性障害（ＡＤＨＤ）、高機能自閉症等教育、

療育に特別のニーズのある子どもについて、教員の資質向上を図りつつ、適切な教育的支

援を行うことが必要である。 

 また、保育所や放課後児童健全育成事業における障害児の受入れを推進するとともに、

各種の子育て支援事業との連携を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 


